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金融ユニオン第６回中央執行員会が、７月６日

愛知労働会館で開かれ、さざなみネットから山﨑

書記長が参加しました。

（議題）

・活動報告・各支部の状況について

労働相談が引き続きあった。

２外資系金融機関と愛知県の信組での裁判は

進行中。

金融労連全国学習交流会に１５人が参加。

新しい企画もあり、好評だった。

株主総会に２金融機関で出席し、株主向けに

ビラを配布したり、質問をした。

・本部役員の選挙結果について

定数立候補であった中央執行委員（定数７人）

と会計監事（定数２人）は、全員信任された。

組合員の実数、投票数などを確認、分析をした。

中央執行委員 伊藤宗孝、浦野弘、

黒田清美、中村清美、中村弘光、

松井美智子、山﨑幸雄（敬称略）

会計監事 （省略）

・組合活動の

手引き

大会で配布

できるよう

準備中。

・財政について

（省略）

・機関紙に

ついて

写真が少な

い。携帯で撮っ

て応募を。

・役員の任務

分担について

（省略）

・全国大会の

日程などに

ついて

８月３１日

豊橋市民センター（カリオンビル）（上記写真）

議案や大会準備について相談した。

岩波 美智子さん 画

安倍内閣の「成長戦略」では、日本を「世界

で１番企業が活動しやすい国にする」として、

大がかりな「規制緩和」を進めようとしていま

す。

狙われているのは労働法制・働

くルールの大改悪です。それは、

①「限定正社員制度」の創設

②労働時間規制の大幅緩和

③労働者派遣法の全面改悪

④有料職業紹介事業の大幅規制緩和・自由化

⑤「解雇の自由化」への転換、「解雇金銭解決

ルール」の導入

⑥「ホワイトカラー・エグゼンプション」の導入

⑦就業規則の一方的な変更による賃金・労働条

件の切り下げの正当化などです。

全労連事務局長の談話を裏面に掲載しました。

みんなで学習しましょう。



安倍政権の「規制改革会議」は６月５日、「『人が動く』ように雇用の多様性、柔軟性を高める政策を展開し、

『失業なき円滑な労働移動』を実現させていく」として、（１）正社員改革、（２）民間人材ビジネスの規制改革、

（３）セイフティネット・職業訓練の整備・強化の３つを柱とする答申をおこなった。

今回の答申の最大の特徴は、アベノミクスの成長戦略の中核として、雇用・労働分野の規制（労働者保護）を徹底

的に骨抜きにしようという点にある。

「人が動く」「正社員改革」などの言葉に端的に示されるように、成長産業への「産業の新陳代謝の促進」と、中

高年層を中心にとする正社員の首切り・リストラを政府公認で推進しようというものにほかならない。成長戦略がめ

ざす「世界で一番、企業が活動しやすい国」実現のため、大失業時代の到来は必至である。失業時保障や公的職業訓

練等の抜本的拡充もなく、このような施策を遂行するのだから、雇用破壊がいっそう急速に進行し、貧困化がすすむ

ことは明らかである。

規制改革会議は「賃金を上げるのであれば、雇用の柔軟性を高める政策を実行すべき」として、雇用流動化を正当

化するが、その誤りは明らかである。「失われた２０年」でも明らかなように、雇用が流動化、

不安定化すれば賃金は下がり続け、デフレ不況をさらに深刻にすることは必至である。

留意すべきは、労働法制の「規制改革」が、ＴＰＰ交渉参加表明と軌を一にして加速したこと

である。ＴＰＰが、日米の多国籍大企業の利益に傾倒して、労働者・国民と地域社会を犠牲にす

るものだと指摘してきたが、それが現実のものになりつつある。

世界の国々が、自国の労働者をグローバル化の弊害から守るために最低賃金の引き上げや公契

約法などを整備していることとは対照的に、規制緩和一辺倒の動きである。

答申の具体的な施策では、第一に、「正社員改革」の突破口として、「限定正社員」の雇用ルールの整備（２０１

３年度検討開始、１４年度措置）が盛られた。

日本の正社員を職務や勤務地、労働時間（残業）が限定されていない「無限定社員」と決めつけること自体が誤り

だが、その「誤解」の上に「限定正社員」で「多様で柔軟な働き方」を実現するという絵空事が描かれている。

企業での人事管理の現状を踏まえれば、女性労働者などに「限定正社員」の選択を強制し、賃金など労働条件の引

き下げを押しつける「名ばかり正社員」化となることが懸念される。

なお、「限定正社員」に関わって当初いわれていた解雇規制の緩和や金銭解決制度の導入については、「様々な視

点を踏まえながら、丁寧に検討を行っていく」として継続課題にされた。運動と世論の成果として確信にすると同時

に、「正社員改革」の真のねらいである解雇の自由化を許さない世論と運動をいっそう強化する必要がある。

第二には、労働者派遣制度の抜本的な見直し（２０１３年検討・結論、結論を得次第措置）が盛られたことである。

「常用代替防止」という大原則を転換し、「臨時的・一時的な業務」「専門業務」などに限定する規制のあり方を

見直すよう求めており、労働者派遣を自由化するものにほかならず、「年越し派遣村」の出現まで至った経過を再現

しかねない。

第三には、労働時間規制の大幅な見直し、骨抜き（２０１３年上期調査開始、１３年秋検討開始、１年を目途に結

論）である。

企画業務型裁量労働制やフレックスタイム制の要件緩和をはじめ、答申には「時間外労働の補償の在り方、労働時

間規制に関する各種適用除外と裁量労働制の整理統合等労働時間規制全般の見直し」が明記された。規制改革会議は

「多様で柔軟な働き方の実現のための環境整備」とするが、実際にはサービス残業（不払い残業）の事実上の合法化

であり、歯止めのない長時間過密労働につきすすむものにほかならない。

第四には、有料職業紹介事業の規制改革（２０１３年度検討開始、１４年度早期に結論）である。

「民間人材ビジネスの活用によるマッチング機能強化」などというが、当面の課題として「求職者からの職業紹介

手数料徴収が可能な職業の拡大」が掲げられており、公的職業紹介事業を縮小し、民間人材ビジネスの儲けの場を拡

大しようというものにほかならない。職業紹介事業や職業教育訓練など雇用政策全般を「雇用維持型」から「労働移

動支援型」に大転換し、雇用流動化をすすめるとしており、この点でも重大な転換を迫るものとなっている。

以上のとおり、労働法制の「規制改革」では、雇用流動化の名で雇用の不安定がすすみ、賃下げ競争が強いられる

社会しか想定できず、労働者や国民、地域社会の「未来」につながらないことは明らかである。全労連は、そのよう

な労働法制の「規制改革」に断固反対する。

現在の日本の労働者の現状を踏まえれば、やるべき施策は、若者や女性、非正規労働者の処遇の改善のための制度

改正である。

最低賃金の引き上げなど賃金の底上げは緊急課題であり、時間外労働の規制強化など実効あ

る労働時間短縮策を講じるべきである。子育てや介護などに配慮した時短・休暇制度など正社

員のままで働き続けられる対策を急ぐべきである。

全労連は、来る参議院選挙をその第一弾のたたかいとして、労働法制の改悪を許さず、憲法

をいかした雇用と社会保障を中心におく日本の実現をめざして奮闘する決意である。

２０１３年６月１０日

全国労働組合総連合

事務局長 小 田 川 義 和

【談話】労働法制の「規制改革」に断固反対する




